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アメリカにおけるチャネル論の
　　　発展過程とその検討

米　谷　雅　之

1　マクロ的チャネル研究

　チャネル概念はマーケティング研究の歴史的経緯の中で最も独特かつ永続

的な概念であり，したがってそれはマーケティング論の基本概念として位置

付けることができる①A．・W．・Sh。wカ・その古典的労作②の中で製造業者の販

売手段としての中間商人の機能の重要性を指摘して以来，チャネル概念と関

りを持たないマーケティング研究は皆無であると言って良い。

　初期の研究者達は機能的接近，機関的接近および商品的接近といった伝統

的なマーケティング研究の分析枠組の中で，各々生産物の社会的移転過程す

なわち「マーケティング・プロセス」の研究に専念した。かかる三つの伝統

的接近法を集大成しながら，収集（concentration），等化（equalization）

分散（dispersion）の各機能がマーケティング・プロセスを形成すると言
、　　　　　　　　　　　③
っF．E．Clark　　　　　　とC．P．Clark　　　　　　　　　　　　　は，チャネル（Channel　of　distribution）を

「財貨所有権移転の順路である」として，マクロ的なチャネル研究を展開し

ているのである。そこにおいてチャネルは個別企業の操作性の対象としてで

①Michael　H・Halbert，The　Meaning　and　Sources・f　marketing　TheoTg，1965，　P．10．

②Arch　W．　ShaW　S・me　pr・blems　in　Ma・rket　Distribution，1915．

③F．ECIark・”and　C．P．Clark，　Principll！s・f　mαTheting，3rd　ed．，1942，　PP．4－7．

　この初版は1922年にF．E．Clarkにより出版されている。
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はなく財貨の社会的移転過程そのものとして把えられ，恰も「マーケティン

グ」と同義語のように用いられている。接触・交渉機能を重視してマーケテ

ィングの動態をヨリ深く分析したR．EBreyerの社会的装置としての「マー

　　　　　　　　　　　④
　　　　　　　　　　　　」におけるチャネル認識にしても同様なものであケティング．一マシナリー

った。機能は目的に照らして規定されなければならないことを強調したE．D．

　　　　　　　　　　　　　　　⑤
　　　　　　　　　　　　　　　　も然りである。マーケティングが継続McGarryによる6重の機能分類

的なプロセスであることを示すために，「機能」概念よりも「フロー」概念

を意識的に用いたVaile，　Grether，　Coxはマーケティング・プロセスを収集

（collecting），分類（sorting），分散（dispersing）の過程として認

識してチャネルをかかる過程を通して一つ以上のマーケティング・フローが

動く諸機関の組合せと配列であると定義したρ更にこのような考え方は財の

　　　　　　　1
取合せ（assortments）の分解と形成という視点で把えるW．　Aldersonに継

承ざれ，分類取揃え過程（sbrting　．process）の分析として開花してゆくの

　　　　⑦　　　　　　　　　　　　　　　　　、
である。

　このように伝統的な機能論者をその出発点とするチャネル研究は，個別経
　　　　　　　　　　　　　x
営主体の視点からというよりは財貨の社会的移転過程の視点に立つマクロ

的なチャネル研究であった。そこでの研究対象は，　「チャネル」という用語

法を用いながらもマーケティングの下位体系としてのチャネルではなく，マ

ー ケティング・プロセスないしはマーケティングそれ自身であった。そこで

の関心は財貨が如何なる継起的段階を経て社会的に流通するのか，その為に

④Ralph　F．　Breyer，　The　mαrketing　lnstituti・n，1934，　chap．3．

⑤E．D．　McGarry．“Some　Functions　of　Marketing　Reconsidered，”in　Cox

　and　Alderson　（eds．），τんeo勉in」Ma　rhetin8・，　1950，　P．269．

　　そこで提示された機能は次のようなものである。contacting，　merchandi忌ing，　pricing，

　propaganda，　physical　distribution，　termination．

⑥R．S．　Vaile，　E．　T．　Grether　and　R．　Cox，　Mαrketing　in　the　American　Econ・my，

　1952，　P．121．

⑦Wroe　Alderson，　Ma　rketing　Beαhir・rαnd　Executive　Acti・n，1957，　Chap．7．

　Aldeson　によればマーケティング・プロセスの操作実体はsortingとtransformation

　であり，就中sortingはその核心でありマーケティングの基本的機能であるとする（W．

　Alderson，　Dynαihic　Marketing　Behα　iroT，1965，　P．34．）
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如何なる機能が付与され，それが如何なる機関によって遂行されるのか，そ

のメカニズムの解明にあったのである。したがって，それは「チャネル」の

認識というよりも「流通機構」の認識であった。

　J．A．　Howardは「マーケティング・チャネル」と「流通機構」について

前者は製造業者である売手がその製品を最終使用者に流すための諸機関の組

合せであり，他方後者はある特定時点においてすべての企業によって使用さ

れるマーケティング・チャネルの総称であるとして，更に前者を企業の視点

から見て統制可能な操作要囚とし，後者を統制不可能な環境要因として区別し

てい謂荒川教授は認灘点の木眠1生を基礎にして・樋騰、，・酉己給経

路」，　「マーケティング・チャネル」を次のように定義する。すなわち，流

通機構は「生産物の社会的流通のメカニズム全体，特にそのために構成せら

れた組織体間の連環の全体を総括的に把握する」概念であり，　配給経路1よ

「特定の組織体特に製造企業に即して，その企業の生産物の流通する経路を

客観的に認識するとき」得られる概念である。更にマーケティング・チャネ

ルは「組織体の意思決定者の行為の観点から，政策対象として当該企業の生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と。これに対産物流通をめぐる諸関連のひろがりを認識する」概念である

して，風呂教授はチャネル概念の歴史的被規定性に着目して，それは単なる

個別主体の行為の観点という限りでの操作性だけでは不ナ分であり，生産者

の，しかも独占的生産者の最終消費者に至るまでの商品価値実現の全行程を
包摂する流通の継起的段階として才巴握してい譜

　J．A．Howard，荒川教授および風呂教授においては，その強調点の差異か

らくるチャネル概念認識の徴妙なる相違は見られるが，マーケティング・チ

⑧John　A．　Howard，　Mα伽伽g　Mαnαgement：Ana　lys　isαnd　P　1αnn　in　9，1957，

　pp．　6－7　　and　　p．179．

⑨荒川祐吉，「マーケティング・チャネル概念とチャネル行動　チャネル行動論序説」

　国民経済雑誌，第112巻5号（昭和40年），74頁。

⑩風呂勉，マーケティング・チャネル行動論昭和43年，41－－44頁。「生産者による

　『販売』ということのもつ意味の広がりが商品価値実現の全行程におよぶに至ることが，

　sellingとmarketingを識別させる重要な契機の1つであると言っても良い」と述べて

　いる。
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ヤネルを企業の意思決定者の操作対象として把握することについては同一で

ある。その意味で，上述したマクU的チャネル研究は流通機構の認識であり

マーケティング・チャネルのそれではない。そこでは，生産物が製造業者か

ら卸商，小売商を経由して最終消費者に流通するメカニズムについての単純

な記述がなされたに過ぎないと言っても過言ではない。それは流通機構およ

びマーケティング・プロセスを研究対象どするとき妥当することであり，’わ

れわれの視点からするチャネル研究の枠組を超えるものである。

　　　　　　　　　⑪
II．チャネル類型選択論の展開

　前節でわれわれはマクロ的チャネル研究の系譜を辿りながらチャネル概念

を検討し，それが流通機構概念と識別される概念であること，およびマクロ

的チャネル研究におけるチャネル認識は実は流通機構のそれであったことを

考察した。そこにおいて，マーケティング・チャネルはマーケティングの持

つ歴史的被規定性を包摂しなければならないのは当然のことであり，したが

ってそれは個別マーケティング主体の操作性の視点で認識されなければなら

ない。言わばマクロ的チャネル研究に対応するミクロ的チャネル研究とも言

われるべきものであるPかかるチャネル研究はその系譜の中（・t一はチャネ

ル類型選択論として，二はチャネル・システム論として展開されてきた・

C．S．Dun，an⑬に始まると言わtしるチャネ・噸型選択論は轍の一時期

におけるチャネル研究の主流をなすものである。C．　S．　Duncanはチャネル

を，①最終顧客への直接販売，②小売業者への直接販売，③卸売業者を通し

ての販売，と所謂チャネルの長短基準を中心として大きく三つの類型に分け

⑪石原氏の用語法に従った。（石原武政，「チャネル類型選択論批判一マーケティ

　ング・チネル取引の概念化一」，現代マーケティング研究会編マーケティング行

　動と環境，昭和44年，122頁。）

⑫風呂勉，前掲書，22－26頁。、
⑬C．S．Duncan，‘1瞼，伽ππ8：lts　Problemsαnd　’MethodS，1922．
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るとともに，各類型について，政策上の問題点を指摘しかかるチャネル類型が製

品特性，経営規模，市場の大きさとその特性，財務状態，消費者サービスお

よび信用の各基準によって選択されることが論じられている。言うまでもな

くC．S．Duncanのチャネル論も，1920年代初頭までのマーケティング研究の

中心をなし，A．　W．　ShawやF．　E．　Clark等によって議論された卸売段階にお

ける中間商人排除問題と小売商への直接販売の問題が，その基調をなしてい

たことは勿論のことである。

　製品特性によってマーチャンダイジングの方法が各々異っている事を示し

たMT．Copelandも，　C．S．Duncanほど明示的ではないにしろ，製品種類別

のチャネル選択論を展開し漕現代で砿く採用されている彼の商品頒に

よれば，日用品（消費財）は消費者の購売慣習あるいは行動を基準として，

最寄品，買回品，専門品の三つの範疇に分類される。そしてこの基準に合致

するようにチャネル政策を含むマーケティング政策が採られるべきことを主

張する。最寄品販売については商品カヴァレッジを高めるための「高密度販

売政策」　（dense　distribution）が，買回品については「選択的販売政策」

（selective　distrtbution）が，専門品の販売については商標や店舗に対す

る消費者の愛顧動機に合致するような販売政策（例えば特約店政策）が採ら
れるべきことを指摘するのである璽C。P。1andのかかる商品嫡とマーチャ

ンダイジングとの結びつけの試みは，重点が余りに商品範疇分類に置かれてJ

いた為にそれらの関連の把握は相対的に暖昧なものとなっており，特にチャ

ネル政策の展開については前述したようにそれ程明示的ではなかった。しか

しながら，商品特性がチャネル選択の重要な規定因となることを指摘した点

は重要であり，チャネル類型選択論の主柱の1つをなしていると言える。製

品特性がチャネル選択に与える影響の大きさについては以後多くのチャネル

類型選択論のテキストの中で取り上げられ，L．Aspinwallによるヨリ分析

⑭M．T．　C・peland，　Pr　inc　ip　les　o／Me　rchαnd　is　ing，1924．

⑮風呂勉，前掲書，199・－200頁。

、
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的な理論展開の中に継承されることになる＠

　幾分，分析的になったとは言え，チャネルの長短と販売促進を一義的に把

握してそれと製品特性とを一次関係で把えようとするAspinwal1の試みはあ

くまでも原則論的展開であり，製品特性とチャネル政策の因果関係の存在の

理論的根拠をその内容面から説明するという点においては，木充分であると

言わねばならない。この点について，ML．　Bell　は製品特性はあるチャネ

ルとしばしば関連を持つが，このことは製品特性とチャネルの間の因果関係

の存在を証明するものではないとして，　「顧客の必要性が製品特性を決定し

顧客の必要性がチヤネル特性を決定するということは真実である。しかしこ

の二つの説明は製品特性がチヤネル特性を決めるということを意味するもの

ではない。製品特性アプローチの誤った考えを創ったのは製品特性がチャネ

ル特性を決めるとVう仮説である⑱」と述べている。

　C．S．　Duncan　に始まるチャネル類型選択論の流れはD．　J．　Duncanにより

体系的に把握されるに至るのである。彼によればチャネル選択が包含する主

要な内容は次のように示される。「すべての製造業者が直面する初期の主な・

る意思決定の1つは利用するチャネルに関する政策の決定であり，かかる政

策には三つの主要な問魎，①利用される販売機関（outlet）のタイプあるい

は種類．②利用される販売機関の数，③販売機関に提供したり，またそれか

⑯For　example・P・D・Coriverse・　H・W・Huegy　and　R．V．Mitchell，．Etements　of

M・Tk・ti・g，6th・d・，　PP・577－578．　H．H．M・ynard　and　H．C．N。1。n，　S。1。s

Manα9・m・・t・1950・P・577・D・MPh・lp・and　J．H．W・・ti・g，撫ん・翻。8漁。9，m。nt，

1960・P・377・G・R・Terry’・P・・i…ip・1・s・ノ撫α8・糀・・言，1964，　PP．713－714．

L＠　Aspinwall　は商品回転率，グロス・マージン，標準化の程度，消費時間，探索時間

　の5つの特性を基準にして商品を分類し，かかる商品分類がチャネル政策および販売促

　進政策と平行関係にあることを図式化し，赤色製贔（最寄品的商品）は長チャネル，開

　放的促進政策の比重が大きく，黄色商品（専問品的商品）になる程その比重が低下し，

　逆に短チャネル，閉鎖的促進政策の展開が必要なことを説いた。しかしここでは，チャ

　ネルと販売促進は一一義的に把握されている。　（Leo　Aspinwざll，“The　Character童stics

　of　Good　and　Parallel　Systems　Theories，”in　W．Lazer　and　E．」．Kelley

　（・d・・）・　Manα9・Ti・I　M・rketing・P・Tspecti・・s　・・d　Vi，・wp。i。・t。，1958．）

⑱Martin・みBell，Marheting：C・ncepts　and　Strα　tegy，1966，　PP．456－457，
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ら受けたりする協調（cooperation）の問題が含まれるゑすなわち，｝（1）製

造業者は最終消費者に直接販売政策で望むか，あるいは販売業務のすべて又

は一部を販売業者に委ねるべきか，（2）もし販売業者が利用されるならば，如

何なるタイプと種類の販売業者が選択されるべきか，（3）製造業者は一定地域

において自己を代表する販売業者を何名選択すべきか，（4）如何なる方策によ

り且つ如何なる程度までかかる販売業者との協調関係を維持すべきか，が主

要な決定内容となるρ

　前記政策決定問題①の販売機関のタイプと種類についてはC．S．Duncanに

おいて，チャネルの長短基準による類型化として取り上げられたことは前述

した通りである。そこでは最終消費者への直接販売，小売業者への直接販売，

卸売業者を通しての販売という三種類が考えられた。これに対してD．J．

Duncanはむしろ前記政策決定問題②および③を中心にして，チャネルの選
択1生（、eleC，iVi，y）の問題をt巴えそれを次のように鯉化する9すなわち，

　（1）開放的流通（widespread　or　extens　ive　distribution）

　（2）選択的流通（selective　selling　or　selective　distribution）

　（3）専属機関流通（exclusive　agency）

が乏である。D．J．Duncanはかかるチャネル政策類型を定式化するとともに，

チャネル類型選択に影響を与える一般的要素と特殊的要素を分けて考察する。

前者はすべての製品に適用できるという意味で「一般的」であり，特定チャ

ネルを通して得られる販売高，そこに包含される費用および利潤の三要素が

上げられている。そして製造業者はこれらの要素の「最も有効な組合せ」を

発見して，　「適当な費用でかなりの利潤を得るに充分な販売高を確保し，ぞ
　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
れを維持する為に最大の貢献をもつようなチャネルを選択すること　」を目

的とすべきであると説く。後者は特定の製品あるいは特定の製造業者に関係

⑲C．F．Phillips　and　D．J．Duncan，　Mαrheting：PTinciplesαnd　Me・th・ds・1952・P・525・

⑳岡本広作，販売経路，昭和45年，117－118頁参照。
⑳　D．J．Duncan，“Selecting　a　Channel　of　Distubution，”in　R．MCIewett（ed．），

　Mα　Theting　Chαnn　e　ls　for　Mαnufactured　Produc　ts，1954，　pp．374　r　375．

⑫lb　id．，　p．371’．
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するという意味で「特殊的」であり，かかる製造業者の目的を達成するため

には，次のような特殊的要素の注意深い評価が必要であるとして，（1）当該製

品市場の性質と範囲，（2）類似製品が利用している現存チャネルの評価，（3）製

造業者の財務状態，（4）チャネルに提供する援助の種類と程度（5）チャネルに期

待している協調の形態とその大きさ，（6）経営者の好み，を上げている。

　D．J．Duncanの理論フレームはC．S．Duncanのそれと同様に，製造業者の

政策視点に基礎をおくものであり大きく二つの部分から構成されているど言

える。すなわち，一つはチャネル選択に影響を与える諸要素の分析であり，

他は選択対象となるチャネル類型の分類である。特に後者の取扱いについて，

C．S．DuncanとD．J．Duncanはその基盤を大きく異にしていると言える。C．S

Duncanは当時のマーケティンク論における中心問題であった中間商人排除問題

を反映して，チャネルの継起的段階の長さを基準に類型化を試みた。これに対

してD．J．Duncanは主に利用する販売業者の数と協調関係の程度という観点か

ら，それもチャネルの垂直的次元と水平的次元とを考慮しながら「チャネル

の選択性」の類型化を行ったのである。その意味では「マーケティング・チ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬　　　　、
ヤネルの選択問題へのシステマティックなアプローチを開発した　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　といつ，

B．C．McCammonとR．W．Littleの評価は適切であるかもしれない。しかし

ながら，製造業者がチャネルに提供する援助，およびチャネルから期待する

協調については，それを類型選択に影響をもつ特殊的要素の一部として列挙

するにとどまり，tチャネル内部の影響関係および管理の問題は直接的にはそ

の理論枠組から捨象されているのである。この点で，チャネル内部の管理お

よび影響関係をその分析の対象とするチャネル・システム論と一線を画して

いると言うことができる。すなわち，チャネル類型選択論におけるチャネル

問題は製造業者の政策視点に立ちながらも，チャネルの管理や設計の問題を

意識的に取り上げるのではなく，専ら与件として存在するチャネル類型の有

・㊧　B．C．McCammon，　Jr．　and　R．W．Little，　“Marketing　Channels：Analytical

　Systems　and　Approaches，”in　G．　Schwartz　（ed．　），　Sc　ience　in

　Marketing，　1965，　p．356．
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効な選択に関するものであった。そこでは石原氏が指摘しているように，

「開放的流通から選択的流通へ，さらに専属的流通へと移行するにしたがっ

て，いいかえれば，チャネルの選択性の度合いが狭くなるにしたがって，チ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
ヤネル管理の度合は高くなるものと考えられていた　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」のであ’る。

IIIチャネル論へのシステム的接近一チャネル・システム論の展開

　1960年代の10年間はチャネル支配の問題に対する関心が高まった年である。

1960年を境にして，それ以前の「ほとんど純粋な記述的研究」からチャネル

支配をめぐる衝突やその他のチャネル成員間の関連の分析へと，．その中心問

題が移って行った璽この問題意識の変化の契機となったのは，言うまでもな

く，マーケティング環境の変化およびシステムズ・アプローチの発展とチャ

ネル研究へのそれの導入である。

　伝統的チャネル研究との比較において，チャネル研究へのシステムズ・ア

プローチの優位性を認めながら，広範囲にチャンネル・システム論を展望した

B．C．McCammonとR．W．L　ittle　によれば，システムズ・アプローチのTで

のチャネルは「識別できる特異な行動パターンを持つ一つの操作システム鐙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
として認識され，次のような公式的特性をもっている　。

　1）予定された結果を生み出す為に構造化された，相互に関連する要素か

⑳石原武政，前掲書，123頁。なお石原氏はチャネル類型選択論の特徴を次の4点に要
　約している1①チャネル類型論とチャネル選択論との2うの部分から構成されている。

　②個々の具体的なチャネルの選択というよりもむしろ類型化されたチャネルないしチャ

　ネル政策の選択であった。③各チャネル類型の構造的分析に焦点を合せており，チャネ
　ル類型ゐ・らの選択の問題として把えるかぎり，その選択基準を明確にすると共にその長

　所，短所を分析する必要があった。④販売業者の管理の問題が明示的に取り上げられな

　かった。それはチャネル類型選択の中に解消されていたのである。
⑳A．J．Alton　k　“pricin’g　Practices　and　Channel　Contro1，”in　W．G．Moller，　Jr．　and

　D↓．Wilemon　（eds．），　Mαゲんθ伽g　Channe　ts：ASystems　Vゴεωpo翻，1971，　p．233．

⑳B．C．McCammon，　Jr．　and　R．　W．　Little，　op．　cit．，　p．327．

⑳lb　id．，　p．329－330．
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ら成る。

　2）チャネル成貝は相互に受容された目標の達成の為に努める。それは成

員の個別目標と矛盾することがあるが，交渉や調整の過程によって和解され

るb

　3）チャネル成貝によって遂行される活動は連続的であり，それは「マー

ケティング・フロー」として認識できる。

　．4）チャネルへの参加が任意であるという意味でそれは「開システム」で

ある。

　5）チャネルは通常1つの企業によって管理される。すなわち「チャネル

・キャプテン」又は「チャネル管理者」　（channel　administrator）が

存在する　。

　6）チャネル成員の行動はそのチャネルの行動規約もしくは集団規範によ

って規制される。

　マクロ的チャネル研究にしろ，チャネル類型選択論にしろ，チャネルの伝

統的アプローチは構造的関係を余りにも強調しすぎた為にチャネル行動の重

要性を極小化してきた。チゼネルへのシステムズ・アプローチは構造的特性

よりもむしろチャネル行動を強調する鰍たがって類型選択論が取り上げた

ようなチャネルの類型化およびその選択といった問題はその主題からはずさ

れ，代りにチャネルの管理および協調の確保といった問題が前面に押し出さ

れてくるのである。

1チャネルを「識別できる特異な行動パターンを持つ一つの操作システム」

として認識するにしても，視点の異いにより，互いにその内容を多少異にし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳ている。前述したMcCammonとLittle　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，チャネル・システムに関する

経済的，政治的，行動科学的次元の各々について幅広く検討し，総合的にそ

れを把えようとする．F．E．B。lders・。評L．P．B。，kli。⑳等1よチャネルを＿

㊧　Martin　LBell，op．　cit．，　p．132．

⑳B・C・McCammon，　Jr．　and　R．W．　Little，　op．　cit；・，　PP．336－354．一

⑳F・E・B・lders・・P・“D・・i…fM・・k・・童・g　Ch・nn・1・，”i・R．・C・x，　W．Alder・q。，

　and　S・J・Shapiro　　（eds。）・　Theorツ　in　Mh　rheti　ng，　2nd・series，1964，　PP．163－175．

｛
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つの経済システムとして把えようとする。また，チャネルを管理される琴き

組織間システムとして取扱堵にはV．F．Ridg，w。y⑳，　T．L．Berg曾，　B．

M・ll・n⑭等を上げることができる．　L．W．S，ern⑮は社会システムとして

　　　　　　⑳
W．Alderson　　　　　　　は行動システムとして，各々，’チャネルを把えている。この

　　Nよフにチャネルへのシステムズ・アプローチという同一一基盤に立ちながらも，

その視点の繊によりその内割よ磋万別であ譜それに何らかの基準を設

定して分類し，その各々を展望し検討を加えることは本稿の目的の一つであ

る。

　ここでチャネルを経済システムとして見る見方は，経済学との交渉におい

てチャネルの最適モデルを開発しようとするものであり，その点では特にチ

　Nヤ不ルの設計の問題と大きく関連をもつのであるが，その内容において他と

識別されるべき頗を持っている．eしはむしろ・チャネルの経済理論、と

でもいうべきものである。したがってこれについての検討は別稿に譲るとし

て，ここではチャネル・システムの管理という点に焦点をあててチャネルの

システムズ・アプローチを検討してみたい。・システムの管理を問題にする揚

合，先づチャネルを如何なるシステムとして把握し，それが如何なるシステ

ム特性をもっているかについての分析が必要となる。第二にかかるシステム

特性やシステムの位置付けという，言わば一般論的な取り上げ方よりも，む

⑳L・ui・P・B・・kli・，　A　The・r。。f　Di。，，ib。，i。。　Ch。nn。I　S，。u，t。，，，1966．

⑳V・1・n・…F・Rid・・w・y，“Adm…、・ra・・。n。f　manufac、urer－D。aler　S，、、。m、，噛・

　　胴痂碑蜘θS・i・n・・Q・a・te　rly，1（m・・ch，1957），PP．464・－483．

⑳Th・m・・L・Berg・　“D・・ig・i・i・g・h・Di・t・ib・ti。n　Sy、t。m，・i。　WD．　S、。v，nS

　　（・d・）・The　S・ci・I　R・・卿・ibili・i・s・ノ晦ん・ti・g，　Chi・α。。　AMA，1962，

　　pp．　481　－　490．

⑭B・uce　M・11・n，“A　Th…y・f　R・・i・1er－S。pPlier　C。nfli。，，「 C。n，。。l　and

　　C・・perati…”」・u・n・1・ノR・励・8，　XXXIX（・ummer，1963），　PP．24－32．

⑳L・ui・W・S…n（・d・），Di・・t・ib・・i・n　Ch・帽・：B・h。vi。TαI　Dim。。si。ns，，

　　1969．

　　C・nseg・・n・es・f　C・nfli’・・　i・　・　High　St・he　Di…ib・・i・n　Ch。nn。1，。np。bli、h。d

　d・ct・・al　dissert・ti・n（Th・Oh．i・S・・t・U・i・．），1969，　PP．11－20．
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しろチャネルの設計問題を含めて，チャネルの管理それ自身を直接に問題と

する分析方法が考えられる。おれわれは前者を「チャネル・システム特性論」、

として，後者を「チャネル・システム管理論」としてこれを位置づけること

ができる。研究の発展過程の視点から，チャネル・システム論は特性論と管

理論に二分される。勿論，チャネル・システムの管琿や設計のためにはその

システムの位置付けおよび特性の分析が不可欠でありv・その意味では両者は

相互に不可分のものであることは言うまでもない。更に，前者についてはそ

のシステムの広がりないしは強調点の相異から，「行動システム」之しての

Jチャネルと「社会システム」としてのチャネルに便宜上分けて考察を進める。

　1．チャネル・システム管理論の展開

　チャネンレへのシステムズ・アプローチはチャネル類型の選択という言わば

受動的ノ∫法を超えて，製造業者の操作の対象として能動的にチャネルを管理

しようとすることを意味する。

　自動車，農機具およびガソリン等の産業における当時のディーラー・シッ
プの状況を直視しなが漕その中1、禾［」害の共通i生（。，。m＿i、y。fi。、ere、，）

と相互依存性が存在することを説き以後のチャネル・システム論展開の上に

一つの強力な素材を提供したのはV．F．　Ridgeway　である。製造業者はその

供給業者やディーラーのグループの成果に大きく依存しているので，彼等を

あるが儘に任せず自ら卒先してその利益に貢献するような方法で管理しなけ

ればならないのである。　「資源の獲得に始って，製造を通り最終消費者に至

る経済過程は継続的な過程である。しかし，多くの産業においてはかかる経

済過程は各々独立した実在と別個の法的地位を持つ多くの組織体の作業の成

果であり，この意味で製造業者は供給業者および販売業者と重要なる関係を持つ。

この3つのクラスの組織は各々独立した実在にも拘らず，彼等の活動は一つの

拡張されたシステム（one　extended　system）を形成しなければならなレ㌔

⑳　　Valentine　F．Ridgeway，　op．　cit・，　p．465．
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このことは管理論や組繍ではしばしば無視されている事実であ調と述

べ，供給業者一製造業者一販売業者で結ばれる関連グループを「準独立単位」

として，現実にそれが経済の中で一つの競争単位を成していることを認識すi

る。したがって，　「このシステムが一つの統合化された全体として有効に活

動するためには；そのシステム内の個々の組織の管理だけではなく何らかの

形で全体としてのシステムの管理がなされなければならない⑳、のである。

拡張されたシステムの構成素である供給業者，製造業者，販売業者の対応関

係は，管理主体たる特定製造業者とそれが関係する多くの供給業者および販

売業者との・1対多、の関係であるPそれはあくまでも特定製造業者による，

供給業者および販売業者を含むシステム全体の管理を問題とする。Ridge’－

way　は当該製造業者を「一次組織」，供給業者および販売業者を「二次組

織」と呼んで，両組織によって形成される拡張システムが恰も一つの単一組

織のように行動すべく管理される必要性があることを主張すると共に，管理

論や組織論がかかる拡張システムの存在を看過してきたことを指摘する。そ

して拡張システムにおいては意思決定が個々の組織でなされる為に完全には
　　　　　　　　　t
単独組織の行動に同化さ純い1・しても・単独鞘の管理過程の理鰍・援用

できるとしてチャネル問題を次のような問題の解決として把握するのであ

る。⑫　　　　　　　　　　　　　　　、

　1）意思決定が一次組織および二次組織において相互に矛盾のないように

なされるべきこと。

　2）計画は相互に関連をもつこと。

　3）一次一二次組織間および二次組織相互間に双方的意思疎通がなければ

ならない。

　4）成果基準の確立とそれが有効な報償・制裁メカニズムを通して実施さ

⑳　Ibid．，　p．464．　傍点は筆者による。

⑩Ibid．，　p．466．

⑪　田村正紀，マーケティング行動体系論，昭和46年，329頁。

⑫Valentine　F．Ridgeway，　op．　cit．，　p．467．
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れなければならない。

　5）適切な変化と成長をもたらすように，両組織の意思決定について絶え

ず再評価がなされなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　すなわちRidgewayにおけるチャネル問題は拡張システム管理の問題であ

り，それは一凍・二次組織間の関係の乖離を極小化する問題に転化されるの

である。当時の確立されたフランチャイズ・システムを直視しながら，供給

業者一製造業者一販売業者の，とりわけ製造業者とディーラーの間の「共生的

チャネル関鯉（ben，v。len，。h。。n。1）の実現を目的として拡張システム

の管理の必要性を主張した。その為には管理の内容を検討する必要があった

し，それを上記単位組織間における意思決定の乖離の極小化という形で具体

化したのである。

　Ridgewayにおいては，製造業者を中心にそれと直接的に取引関係にある

複数の供給業者および販売業者集団を二次組織集団として，それを超える間

接的取引集団については拡張システムの枠組から除外されていた。そして特

に製造業者とディーラーが形成するシステムにその対象が置かれていた。こ

れに対してT．LBergは「純粋に技術的問題として，組織論が単に直接的な

製造業者一ディーラー組織だけでなく外部的流通システムに有効に適用され

ることができる＠、と述べRidg。w。yカ・想定したシステムの外延的拡張を言式

みるのである。

　T．L．Bergはチャネル・システム（distribution　subsystem）を投入一産

⑬　Louis　W．Stern，“Channel　Control　and　Inter－Organization　Managerrent，”in

　P．D．Bennett（ed．），　Mαrhetingαnd　Ec　onomic　I）evelopment，　Ch　icago　AMA，1965，

」　p．657．SternによればRidgewayの理論は一つの理態状態を想定しており，かかる共

　生的チャネル関係は歴史上で未だ実現された証拠がなく，現実にあるのは製造業者によ

　る一方的な「専制的支配」であるとして，1950年代の自動車産業における「ディーラー

　の抵抗」の状況を述べている。

⑭Thomas，　LBerg．‘工）esigning　the　Distribution　Syste鴫”in　W．D．Stevens（ed．），

　The　Sociαt　Responsibilities　of　Ma　rketing　（Chicago，　AMA，1962），reprinted

　　　　　　　　　　　　ら　in　B；ucg　E．　Mallen（ed．），　The　Mα　rketing　Chαnnel　∴AConceptuαt　Vieωpoint，

　1967，　p．　261．

t
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出システムと見て，その構成素として，（1）内部組織，（2）環境，（3）外部組織を

考える。外部組織は組織間伝達および投入一産出処理の為に内部組織（製造

企業）とその経済的環境（例えば最終消費市場）とを結びつける役割を担っ

ており，販売業者や供給業者がこれに属す。内部組織と外部組織とは動機づ

けと調整を必要とする人的関係，常規化された課業，安定した協労的成果へ

の期待の存在という点で基本的に類似しており，したがって外部組織は当該

製造企業の「内部組織への論理的拡大」（logical　extensions　to　the

i・・ernal　6・gani・a・i・n）と見ることができる璽そしてRidg，w。yと同＿な

基盤に立って，伝統的管理論の内部組織問題への研究の集中性を指摘し，

「環境や外部組織をその分析の中に明確に組み入れる日がきてこそ組織論の

雌なろ発展筋る、と述べ譜更1・Bergは環境や外部欄が内部騰の

管理の問題と密接に関連していることを認識していなかったマーケティング

理論家の責任をも指摘して，両者の融谷こそ「精神病的思考傾向」から脱却

する唯一の方策であることを主張する。かかるBergの主張はその背後にお

いてC．1．Barnard以来の近代組織論に大きく依拠しているといえる。

　周知のようにBarnSrd　は組織を二人以上の人々の協働的活動のシステム

と定義し，それへの「貢献」を基準にして組織構成員の枠組を設定する。そ

して「…・商品を購入する顧客，原材料の供給者，資本を提供する投資家も

　　　　　　　　⑰
また貢献者となる　　　　　　　　　」ことを宣言する。Barnard　の「協働システム」概念

は機能的関係の存在を意味し，この点こそ伝統的組織論と識別される近代組

織論の基本的性格である。この点について」．G．MarchとH．A．Simonはヨリ

明白に「生産一流通過程における各単位企業を組織の『内』と『外』として

区別するやり方は企業の法的規定に従うものである。われわれは供給業者と

碗通業者の双方を包含するヨリ機能的な基準を（組織論に）採用した方が有

⑮lbi（i，，　P．259．

⑯lb　id．，　p．260．

⑰Ch・・t・・1・Barna・d，・The凡禰・ns・f　the　Executive，1938，　P．77

　（21st　printing　）。
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効であることを知る⑱」と述べて，＼機能的関係に基礎を置く組織認識の必要

性を強調する。

　Bergはかかる近代組織論の成果をチャネル・システムに適用すると共に

進んでその設計の問題にまで援用してゆく磐すなわちBergにおいては外部

組織は完全に当該企業の内部組織に同化されてしまい，チャネル問題は近代

組織論の問題と同一の次元に設定されることになる。したがって，チャネル

に内在するマーケティング問題は外部組織の内部組織への純化ど同時に組織

論の問題領域の中に解消されてしまうのである。

　B．MallenもRidgewayやBerg　とほぼ同一の視点に立ちなが『ら，ttチゼネ

ルに「組織的拡張概念」　（organizational　extension　concept）を適用す

糟M。ll，nはそれを特に水平間，類型間，垂直間％・翻、と・徽」

の問題として把え統制による協調の作用が衝突の作用よりも大ぎくなる時チ

ャネルへの組織的拡張概念の適用が有効になると主張する。Mallenの理論
　　　　　　　　　、　　　　　　⑫
および仮説は次のよっに要約される。

　1）チャネル関係は協調と衝突を基礎として設定される。

　2）協調，統制，衝突の具現形態を基準にしてチャネル関係は専制的関係，

民主的関係，無政府的関係に類型化することができる曾無政府的関係におい

てはチャネルの有効性は破壊されるかもしくは減少する。

⑱James　G．March　and　Herbert　A．Simon，　Orgαnizαtions，1958，　p．89．括孤内は

　筆者による。

⑲Thomas　L．Berg，　op．　cit．，　pp．261－264．

⑩　Bruce　Mallen，　“Conflict　and　Cooperation　in　Marketing　Channels”，　in

　LGeorge　Smith（ed．），　Reftections　on　PTogress　in　mα，rketing，（Chicago，　AMA，

　1964），reprinted　in　B．Mallen（ed．），The銘α7舵痂g　Chαnnel：AConceptual

　Viωpoint，　正）67，　P．　131．

⑪　この場合，水平間とほ同一類型に所属する中間商人の間を，類型間とは同一チャネル

　水準における相互に異った類型に所属する中間商人の間を，垂直間とは異ったチャネル

　水準に位置する成員間を各々意味する。（cf．J．C．Palamountain，　The　Potitic80／

　Dis　t7　ibu　tion，　1955，　PP．　24－57．　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

⑫Bruce　Mallen，　op．　cit．，　pp．133－134．

　　　　　　　　　　　　　サ⑬　Sternはチャネル統制の行使の状況について，チャネル圧政の状態と共生的チャネル

　の状態を両極とする一つの連続体を想定している。（L．W．　Ste　rn，　op．cit．，　p．656．）
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　3）チャネルにおける衝突の基本的源泉は成景の一方が売手で他方が買手

であるという交換行為の過程にある。しかしながら，経営原理の相異もしく

は企業目的の相異という他の分野での衝突も多く見られる。

　4）チャネルにおいては協調理由が衝突理由よりもしばしば多い。このこ

とがチャネル概念を企業組織の拡張として把握する見方を導いてきた。

　5）かかる概念は企業の「法律的実体」基準を取り除き，リーダーが種々

の援助形態をその成員に提供する一つの大組織（one　great　organization）

として取扱うものである。この種々なる援助形態を「協調手段」（cooper－

ating　weapons）と呼ぶ。

　6）この概念は事実チャネルの状況に適用されるマーケテング概念である。

　7）専制的もしくは民主的チャネル関係においては1人のリーダーが存在

しなければならない。

　8）過去においては卸売業者がそのリーダーであったし，現在ではそれは

製造業者の手中に握られている。次の世代には大規模小売業者が登場してく

るであろつ。

　9）上記の点に関して誰がリーダーになるべきかについては多くの意見の

不T致がある。

　10）Mallenによれば，大規模小売業者がかかるマーケティング概念の下

でのリーダーとして最適である。

　11）協調手段が存在するように支配手段（dominating　weapons）も存在

する。前者は後者の1つの下位集団である。

　12）チャネル利潤および消費者満足を極大にする為にはチャネルは「1つ

の単位」として行為しなければならない。

　Mallen　は部門内部および企業内部における各個人および各部門がそれぞ

れ相互に協調，統制，衝突すると同時に，それらは各々一つの部門および一

つの企業を形成しているように，垂直的関係をもつ諸企業もまた協調，統制，

衝突しながら同時に一つの流通チャネルを形成すると述べ，かかる流通チャ

ネルは統制による最適な協調状態の下で最善となることを指摘する。
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　チャネル成員は自らの為に自己の個別目標を差し控えてその行動を共通の

チャネル目標にのみ基礎づけるべきであるという主張は，チャネルのシステ

ムズ・アプロー一チに一般的である曾この点に関してMallenは明示的に次の

ように述べている。　「……問題の中心は共通目的もしくは『マクロ目的』で

ある。各成員はこの為に彼等の利己的な『ミクロ目的』を犠牲にしなければ

ならない。何故ならば，彼等は利潤パイ（profit　pie）を増大することによ

って，少ない利潤の分配についての無意味な口論よりもはるかに良好な結果
を招くからである⑮、と。M。11，nの・糸且織的拡張概念、1三よるチャネル糸充

制の問題は種々の「協調手段」による成員への誘因の提供，およびその見返

りとしての成貝の共通目標への奉仕による貢献の獲得の問題であると言える。

かかるMallenの分析枠組について次のよ、うな問題が生起する。

　第一は，チャネル成員の共通目標もしくは「マクロ目的」への奉仕の問題

である。Mallenは前述のように成員の個別目標間の差異による衝突を避け

るために，個別目標を犠牲にした共通目標への奉仕を主張する。しかしなが

ら通常，チャネル成員は配の個別目楓、基いて行動する艦とえすべて

の成員が共通目標を追求することの価値（Mallenが言う「利潤パイ」の増

大）を理解していたどしても，依然として彼等が日々の活動においてそうい

う行動をとらない幾つかの理由が存在する。一般的に言って，個別目標は操

作的であり共通目標は非操作的であると知覚されるために，意思決定基準と

して前者は後者に取って代る傾向がある9このことは異った騰のチャネル

に同時に所属する企業にとって特に言えることである。これらの企業がある

⑭For　example，　LW．Stern，　op．　cit．，　p．665，なお，目標間の衝突と共通目標保持の問題

　については次を参照せよ。H．A．Simon，“On　the　Concept　of　Qrganizational　Goal”

　Administrαtive　Science　Quαrterly，　Vol．9．　No．1，1964，　p．8．

⑯　Bruce　Mallen，　op．　cit．，　p．131．and　B．Mallen，“A　Theory　of　Retailer－Supplier

　’COnfliCt，　COntrOl　and　COOperatiOn”，　JOUrnαt　O／Rθ言a痂η8・，　XXXI　X（1963），

　P27．
⑯Cf．　F．E．Balderston　and　AC．Hoggatt，“Simulating　Market　Processe自”，in

　B．　Mallen（ed．），op．　cit．，　p．188．チャネルが組織でなく「準組織」であるという理由の

　1つとして，成員による共通目標の認識の欠如をあげている。
⑰　J．G．March　and　H．　A．　Simon，　op．　cit．，　p．156．
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チャネルの共通目標に基いて意思決定を行うならば，それは同時に所属する

他のチャネルの目標と矛盾することになる。したがって当該成員企業の意思

決定環境が一定であるならば，その企業の個別目標はチャネルの共通目標に

代置される傾向をもっということである曾

　第二の問題は企業間衝突と部門間衝：突についての問題である。Mallen　に

おいてチャネル内の企業間衝突は企業における部門間衝突にほぼ完全に同化

されている。J．G．MarchとHASimonの研究によれば，組織内の集団間の衝

突（intergroup　conflict）の必要条件は次の三変数に要約される。ずなわち

（1）結合的意思決定への欲求の存在，（2）成員間の目標の差異もしくは（3）成員間

の知覚（perception　of　reality）の差異の何れかあるいは両方の存在であ

　⑰　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
る。チャネルのシステムズ・アプローチはチャネル内の企業間の結合的意思

決定への欲求を認め，自らその推進を目指すものである。然るに，チャネル

・ システムの成員間（企業間）には個別目標の差異が認められ，そこにおい

て集団間の衝突が発生する。問題はそれが組織内の集団間の衝突であるか，

もしくはそれが組織間の衝突であるかについてである。Mallenは組織的拡

張概念の適用によってチャネル内の企業間衝突を組織内の衝突として把握す

る。しかしながら，チャネル内部で発生する衝突は元来企業間の衝突であり，

したがってそれは組織間の衝突であるはずである。MarchとSimonは「組

織内部における多くの集団間衝突の現象はこの表題（組織間衝突のこと）の

下で考察する現象とほとんど区別がない艦してお1），この仮説が真である

限りにおいてMallenの先のチャネル内部の衝突の認識は妥当性を得ること

になる。しp＞し，この仮説について現実に全く問題がない訳ではない。周知

のように，』チャネルの継起的段階に位置する各企業はその制度的側面はもと

⑱　Cf．　Orville　C．　Walker，　Jr．，　An　Experimental　Investigαtion　of　Conflictαnd

　Poωeγ．in　MαTheting　Channels，　unpublished　doctoral　dissertation　（The　Univ．

　of　Wisconsin），1970，　pp．15－16．

⑲J．G．March　and　H．A．Simon，　op．　c　it．，　p．121．　　　　　　　　　’

⑳lb　id．，　p．131．傍点および括孤内は筆者による。なおSternも同じ立場に立っている

　（Cf．　LW．Stern，　op．　cit．，　p．662．）。
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より，遂行する機能および売買関係において相互に対立的関係にあるという

点でその行動準拠枠を全く異にしている。チャネル成員による共通目標の認

識およびその追求についてさえも否定的見解が見られたことは前述の通りで

あるρSherif⑫およびW．MEva．㊥は組織内現象から組織間現象を外挿す』

ることに対して厳しい警告を発している。Sherifは次のように述べている。

「われわれは個人の特性から集団状態の特性を外挿することはできない。同

様に集団間（組織間）の関係を説明するために，ある集倒内（組織内）の関

係の特性からそれを外挿することは同等の誤りを犯すことになる。……集団

内（組織内）に広まっている関係や規範の特質は当該集団（組織）と他の集

団（組織）との関係に影響をおよぼすけれども，集団間．（組織間）の関係は

集団（組織）の間の相互行為の過租・lfi槻定されている⑭、と．繍間イes

突と組織内衝突がこのように本質的に異るものであるならば，　「協調手段」

および協調の内容においても組織間と組織内では，自らその次元を異にして

いることは当然であ譜

　以上の如くわれわれはMallenにおけるチャネル内部の衝突と協調を基軸

にした「組織的拡張概念」の理論枠組とその問題点を見てきたのであるが，

そこに生起した疑問および問題点は究極的にはMa1’1enのみならずすべての

チャネル・システム論者に対して共通したものであると言える。

　チャネルを管理されるべき組織間システムと把握する見方について，われ

われはRidgeway，　Berg，　MaUenを中心にして彼等の理論内容とその問題点

について考察してきた。われわれの見解によれば、組織間問題への近代組織

⑪　　F．E．Balderston　and　A．C．Hoggatt，　op．　cit．，　p．188．

⑫　Muzafer　and　Sherif（ed．），In　te　Tg　roup　Re　1α　tionsαnd　Leαdership，1962．

⑬William　MEvan，“The　Organization－Set：Toward　A　Theory　of　lnterorgani　・－

　zational　Relations　”，　in　James　D．Tompson（ed．），Approαches　孟ρ　Orgαni2αtionαl

　Design，　Univ．　of　Pittsbu｝gh　Press，　1966，　pp．173－191．

⑭　Muzafer　and　Sherif〈ed．），op．　cit．，　pp．8－9．　Sherif　は「集団間」と「集団内」

　という用語法で説明しているが，用語法の相違からくる理解の複雑性を除去するために，

　われわれの目的に沿うべく「集団」を「組織」に代置させてそれを括弧内に表示した。

⑮　この点については次を参照のこと。田村正紀，前掲書，26頁。
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論の適用可能性について論じたL．W．Stern（1965年）⑯もこの範時で把える

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰
ことができる。Stern　はチャネルへの経済理論の貢献と限界　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　について考

察するとともに，システムズ・アプローチによる企業間組織管理の必要性を強

調する。そして従来のチャネル・システム論の内容を検討しながら，企業間

組織管理への組織論の適用可能性のテストの問題組織論の枠組で考えけし

る調整手段（means　of　coordination）の問題もしくは調整の成果につT．t’”／’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎の評価の問題に関する研究がほとんどなされていないことを指摘する。

Sternが「調整」という用語法を用いながら企業間組織管理についてそグ重

要性を強調する点は，Mallen　における「協調」の重視と本質的に同一であ

る。しかしながら，　「チャネルの全体的成功は……調整された行為の過程に

　　　　　　⑲
　　　　　　　」と結論する点において，それは後述する社会システムとし強く依存する

てのチャネル認識の基盤を提示するものであり，その点で両者は異っている。

　Ridgeway，　Berg，　Mallen，Stern　に共通する見方はチャネル問題は企業

間組織の管理問題として把えて，そこに単一公式組織における管理論を適用

すべく「組織」の枠組の拡張を試みたことである。この点で，組織の法的基

準を棄却し機能関連基準を重視する近代組織論に依拠したことは至極当然の

ことであった。それは特にBerg以後において顕著に見られることである。

しかし他方で，チャネルを「組織」として認織することの困難性についても

若干の論者によって議論されている。Ridgewayはチャネル内の企業間には

権限の流れに切断点が存在し且つ資源は別々に所有されているという点で，

それは単＿繍には完全に同化されないとするρまたF．E．B。lder、、。nとA．

C．Hoggattは，（1）共通目的の認識および（2）活動に対する報償・制裁メカニズ

ムを欠く点で単一公式組織とは異っており，それはそせいぜい「準組織」

⑯　Louis　W．Stern，　op．　cit．，　pp．655－665．

⑰　チャネノレの経済理論は交渉状況における決定因として，利用可能な統制要素の一一一iつに

　すぎない価格装置にのみ集中しすぎていることを指摘する（Ibid．，　P　661．）。

（⑱　　Ibid．，　p．664．

⑲lbid．，　p．665．傍点は筆却こよる。

⑳Valentine　F．　Ridgeway，　op．　cit．，　pp．46卜468．
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（quasi－organization）　であるとしている⑳W．Aldersonも次節で述べるよ

うに雛の結合の程度に差異があることを指摘するρこのように，チャネ，レ

が完全に「組織」に同化しえない所にチャネル本来の問題が存在する。チャ

ネルのシステムズ・ア伽一チはチャネ・レにイ賄で且つ本質的な問題⑳を，

「拡張組織」もしくは「準組織」といった組織論的用語の中に混入してしま

ったのである。このことは次で考察するW．AldersonやL．W．Stern　に対し

てもいえることである。

2．行動システムとしてのチャネル

　W．Aldersonの理論における中心概念が「組織された行動システム」

（Organized　behavlor　system，　以下0．　B．S．と略す）であることは周知

の圏」覇である。0．B．S．はマーケティング理論を人間の集団行動の一側面として

展開する試みの中で生れてきたものであり，それは構成素間の相互行為がシ

ステム産出物に対する期待によって結合されるような人間の相互行為要素の

集合を劾す概念であるということができる璽ここでわithれば0．B．S．　Cこ

ついて詳察する余裕を持たないし，それは本稿の目的でもない。ただチャネ

ルとの関係においてそれを把える時，われわれはAlderson自身の0．B．S．

観の変遷に細心の注意を向けなければならない。初期の業績においては，

「一瞬間以上持続し且つ一定の特質を有する行為の集合は何れも0．B．S．と

⑪F．E．Balderston　and　A．C．Hoggatt，　op．　cit．，　p．88，

⑫W・Alder・・n，“Th・A・・lyti・al　F・am・w・・k　f・r　M・。k。ti。g，”i。　D．J．Dun，an

　（ed・）・　Proceedings：　ConfeTence　of　Mαrketing　Teαchers　ブrom　　Fαr　Western

　Stαtes，　1958．　reprinted　in　P．Bliss（ed．），　M2i　rke　tingαnd　th　e　Behαvio　rαl

　Science，　　1963，　　p．572．

⑬チャネルに本質的な関係を，風呂氏は「売買関係と組織関係」（前掲書，190－191

　頁）で，田村氏は「内部組織的性格と市場組織的性格」　（前掲書，　348－356頁）で，

　更に石原氏は「売買取引とチャネル取引」　（前掲書，　135－139頁）の二面性として各

　々把えている。

⑭Wroe　Alderson，　Dynαmic’Mα　rketing　B餉α疵oγ，1965，　P．25．（以下，　Alderson

　＜2＞とする）
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して取り上げられる。その範囲は一方の極における世界経済から他ノiの極に

おけるコモンズの戦・各的取引までを包含する⑮、として，チャネルはこの両

極の間に位置する重要な0．B．S．の一つに上げられている。更に，それは製

造業者が消費者に到達する目的でのみ利用されているにすぎない実在（entity）

であり，そこには成員性（membership）の存在は認められない。にも拘ら

ず，　「チャネルの継起的段階は機能的に関連しあつておりその点で公式集団

に妥当する相互作用の諸原理が適用さiしることができる⑯、として，OB．S．

の枠組で把えながらも成員性の欠如（したがって公式的構造を持たない集団）　一

の点で企業や家計に比較してかなり次元の低い集団として認識されている＠

チャネルがO．B．S．として認識されるかぎり，それは0．B．S．がもつシステ

ム雛⑱を具備することになる．したがろて，それは企業や家計のシステム

と共通の次元および特性で認識されることが可能となる。その意味でAlde－

rson　の0．B．S．・としてのチャネル認識は前節で考察したチャネル管理論者

達に一つの基盤と方向性を提供したことになる。ただ企業や家計のシステム

とチャネル・システムとは成貝の意識性の存否の点で差異があり，したがっ

てそれがシステムの結合の程度に影響してくるのである。すなわち，企業や

家計はその中に成貝性が認められるf緊密に組織化されたシステム」である

のに対して，チャネルは・緩く連結されたシステム、であるρこのようにo．

B．S．の中でも連結の程度には若干の差異が認められるが，何れもそこには

⑮W．Alderson，“Survival　and　Adjustment　in　Organized　Behavior　System”，

　in　R．Cox　and　W．Alderson（eds．），Theory　in　maTketing，1950，　p．68．

⑯W・Alder・・n・・M・・k・ti・g　B・havi・r　and　Executive　A・ti。ns　1957，　P．15．

　（以下，Alderson　〈1＞とする。）

⑰Aldersonはマーケティングに関連する集団の次のように分類する。すなわち，（1）消－

　費集団，（2）供給集団，（3）臨時集団，（4）機能的結合集団，（5）機能実在であり，その内（1×2）

　は継続的集団であり，（1×2）（3）は成員性によって結合される公式的構造を持つ意識集団，

　（4）は成員性はなく機能的に結合されている集団であり，その中にはチャネルや流通セン

　ターが含まれる。（5）はマーケティング組織の実在の場としての市場を意味している。
　（Ib　id．，　pp．15－16．）。

⑱これについては，荒川祐吉，現代配給理論昭和35年，第5章をみよ。

⑲W・Alderson，“The　Analytical　Framework　for　Marketing，”in　D．J．Duncan
（・d・）・・P・c・t・・rep・i・t・d　i・P・Bliss（・d．），・P．・・it．，　P．572．
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「結合機会（joint　oppotunity）の開発への期待」が存在しており、それが

チャネルを0．B．S．として活動させる絆（bond）の源泉となっているのであ

譜
　しかしながら1960年代に入り，法的社会的存在としての企業もしくは家計

を超えた0．B．S．概念の拡張に対する困難性を指摘し，チャネルへの0．B．S．

概念の適用の可否性について謝るのである勲して・．B．S．概念の適用可

能性のテストとして，　「チャネルの存続について成員間に共通の利害関係」

（acommon　stake　in　survival）　の存否を提案する。すなわち，かかる共

通の利害関係が存在するチャネルはO．B．S．として認識されるが，そうでな

いチャネルは「長期に亘って持続傾向をもつ0．B．S．と呼ぶことには無理が

生じてくる瓢であり，それは・擬システム、を形成する．チャネルを・．B．S．

として認識するか否かは上記のテストにもよるが，それにも拘らずチャネル

を持続的な相互行為という点でシステムと見る見方はAldersonの理論の基

　　　　　　　⑯
本となっている。

　Aldersonの特徴はマーケティングの全体理論の構築を志向すべくその中

で生まれた0．B．S．概念をチャネルに適用しようとした点にあり，したがっ

てそれはチャネル管理そのものよりもむしろ0．B．S．としてのチャネルのシ

ステム特性を提示したという意味で，先のチャネル管理論者と区別される。

しかし，差別的有利性（differential　advantage）　を求める1つの領域が市

場騰化競争にあるという事実にお、、てチャネル問題が発生し残の問題解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
決のために交渉過程（negotiation　process）による協調の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の必要性を

主張する点では両者は同一基盤に立つ。したがって，前節で指摘された問題

点はAldersonに対しても有効i生を持つことになる。

⑳Alderson＜1＞，p．　156．

⑳Alderson〈2＞，pp．43－45．
⑳　　Ibi（1．，　P．44．

⑳　　Ib　id．，　P．254．

⑭　 lbi（1．，　p．258．

⑳　　Alderson　　＜1＞　，　PP．　156－157，
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3．社会システムとしてのチャネル

　チャネルは共通目的を達成する為に相互行為する構成素の集合であり，基

本的には経済システムが単なるその一部分にすぎないような社会システムで

ある。LW．SternとJ．W．Brownはチャネルの経済的分析との対比において，

「チャネル成貝間の関係は必ずしも経済的なものばかりではない⑳」ことを

指摘し，チャネル行動の全体像を把握する為にはヨリ高次の関係である社会

的関係に基礎を置かなければならないことを主張する。McCammonとL　ittl　e

によれば，チャネル現象の高度な理解は種々の専門分野からの「諸概念の統

合、を必要とする＠S・ernとB・・w・1まかかる・諸融の統合、鮒会シス

テムとしてのチャネル認識によって果そうと試みるのである。チャネル行動

の一部分しか説明しえない経済的変数の利用から社会的変数の利用に移行す

ることこそ，SternとBrownにおいて，　「諸概倉の統合」によるチャネル

行動の高度な理解に通じる道であった。チャネル行動を規定する基本的変数

はe社会システム変数、なのであ譜

　祉会システム変数は下位変数として構造変数と機能変数を持つ。前者は相

互行為で形成されている集団を規定する変数であり，具体的には「集団規範」

（およびその下位集合である「役割」）がこれに該当する。後者は当該シス

テムの課業環境要素の必要条件の満足およびそのシステムの構成素が持つ欲

求の満足に関係する変数であり，（1）システム・パターンの維持，（2）目標の達

成（3）璽応および（4＞統合といった蔽数が含まれる曾そして，役割鵬

チャネル成員の勢力範囲，チャネル内部の衝突のレベル，および成貝間の情

⑳　Louis　W．Stern　and　Jay　W．Brown，“Distribution　Channels：ASocial

　Systems　Approach”，　in　LW．Stern（ed。），　Distribution　Cんαnnels：Behαvio　rα　l

　Dirnensions，　1969，　P．17．

⑰　B．C．McCammon，　Jr．　and　R．W．　Little，op．　cit．，　p．322．

魯　L・W・Stern　and　J．　W・Brown，　oP．citりP．13．

⑳　　Ibid，pp．　16－－17．
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報伝達の有効性等のチャネル関連要素が構造変数や機能変数に如何に影響し，

それがチャネル・システムの成果に如何に関係するかについての分析がその

中心となる。

　このように社会システムとしてのチャネル認識において，ヂャネル問題は

純粋に社会学的な範疇ぞ把えられることになる。SternとBrown自身，元

々，チャネル行動の完全な理解を志向すべく社会学，経済学，政治学等の諸

学の統合による「適切なアプローチ」の必要性を主張してかかるチャネル認

識を提案した筈である。したがって，それは「統合」による適切且つ高次な

チャネル認識の方法を提供するものでなければならず，社会学一般に解消さ

れてはならない。　然るに，そこでなされたことはT．ParsonsとN．　J．

　　　　　⑳
　　　　　　等の社会学的理論枠組のチャネルへの適用であって，チャネルSmelser

問題の本質をヨリ鮮明にする「諸概念の統合」による接近であるとは言い難

い。それ故にSternとBrownがチャネルへの経済的アプローチに対してな

してきた批判がそのまま彼等自身に対しても当てはまることになる。

　われわれはチャネルのシステムズ・アプローチをシステムの管理ないし設

計に重点を置いたものとシステム特性に重点を置いたもどのに分解して考察

を進めてきたが，元より両者は厳別されるべき性質のものではない。それは

チャネルを一つのシステムとして認識することによって，そこに単一組織と

同等な管理の適用可能性を主張するものである。われわれがチャネル行動の

現実を観察する時その中にかかる性質を発見することは事実である。しかし

それだけではない。それはチャネル行動の単なる1つの側面を説明するだけ

のものであってすべてを説明するものではない。チャネル内の企業間で発生

する衝突は企業内で発生する衝突と本質的に同一のものではない。そこにチ

ャネル問題の独自性が潜在しており，チャネル内の衝突はそれを反映するも

のである。P．　McVeyは「チャネルの上から下を統合化する行為は稀であ

⑳T．Par・・n・and　N．J．Sm・1・er，E・・n・mg・nd　S・c吻．：　A　St・dy’　in　the

I・・t・g・a・ti・n・！左・・n・mi・αnd　S・ci・t　ThJe・ry，1956．
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る⑪・として・チャネル、と・・う用語自身，学問領域での概念（。，ad。mic

concept）であるとしている。そして「中間商人は製造業者によって考察さ

れたチェーンの中で雇用されている環（ahired　link）ではなく，むしろ独

立的暢である⑫・ことを指摘する。M，V，yの主張は選択主体および管理

主体としての製造業者への志向性に対する批判であり，それに代る消費者の

「購買代理人」としての中間商人の重要性を強調するものである轡彼ほかか

る文脈の中でシステムとしてのチャネル認識を批判し中間商人の個別性，独

畠性を強調するのである・選択主体として中間商人を考えるべきとい臓

　は別にするにしても，先のMcVeyの指摘はチャネル問題のもう1つの側

面を説明している・システム論者が強調するチャネルの・組纈腰素、と，

McVeyによって部分的にしろ主張されたチャネルの「反組織的要素」およ

び両者の拮抗関係こそチャネル問題の本質に至る糸口を提供するものであ

る。

N　む　す　び

　われわれはマーケティング・チャネルに関する諸々の理論をその学史的展

開過程に沿って考察するとともに，そこに内在する問題点を指摘し検討を加

えてきた。マクロ的チャネル論として位置づけられる種々の理論はその構造

的関連および機能的関連を中心とするマーケティング全体についての分析で

⑪Phillip　M・V・y・“Are　Ch・nn・1・・f　Di・…b・…nWh・t　th・T，x・B。。k、　S。y

？” ・J・u・nal・f　M・rh・…g・V・1・24・196・，　rep・・…d・・B。　M・11en（。d．），。P．。i，，，

　P．29．

㊥　 ・rbi（i．，　P．31．

⑬　その意味ではチャネル類型選択論とシステム論の両方に批判の対象が向けられている

　のであり，何れか一方に対するものではないと考える。その点では石原氏の見解と多少

　異なる。　（石原武政，　「マーケティング・チャネル論の系譜」，京都ワークショ・ソプ編，

　マーケティング理論の現状と課題，昭和48年，185－187頁参照）
⑭　Phillip　McVey，　op．　cit．，　pp．30－31．
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あり，　「チャネル」という用語法にも拘らず，それはむしろ流通機構の認識

でありその記述であったbこの点で，製造業者のミクロ的視点に立つチャネ

ル類型選択論およびチャネル・システム論と厳別されるべき性質を持つ。後

二者はマーケティング主体としての製造業者の地位を明確にしてその視点か

らのチャネル類型の選択ないしチャネル組織の管理の問題を扱ったのである。

選択の問題は大きくは管理の問題に包摂される。その意味では両者はチャネ

ル管理あ問題を対象にしたのである。類型の選択とシステムの管理という差

異はもとより・両者における主要で本質的な差異はチャネルの類型認識とシ

ステム認識にある。前者はチャネルを類型として与えられたものと考えその

中での有効な選択こそが問題になり，他方後者はチャネルを与えられたもの

としてではなくシステム変数の操作による積極的なチャネル・システムの構

築ないし維持が問題となるのである轡

　本稿ではわが国におけるチャネル理論の展開について詳述する余裕を持た

なかった。これについては別稿に譲りたい。

　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　（S．　48．　11．　20）

⑮われわれは・以上のチャネル理論をdesc・ip・i・・←・n・・m。・i。。および，y、，。m。，i。＿

　→non－systematicという二つの次元のクロス表でそれを大きく分類することができる

　であろう。マクロ的チャネル研究はdescriptiveかつnon－systematicであり，チャネ

　ル類型選択論はnormativeかつnon－systematicであり，更にチャネル・システム論は

　normativeかつsystematicであると言えよう。


